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平成２８年度 保健福祉部長の目標宣言 達成状況報告 

保健福祉部長 小林 幹夫 
                                            

N0. 
取 組 名 

（担当課名） 
取 組 内 容  達 成 目 標  

取組結果 

今後の取組の方向性 
目標達成状況 

1 市民健康増進事業の推進 

（健康管理課） 

･市民の健康の維持、増進を図るため、スポーツをはじめと

する各分野との連携、また大学や医療機関等と連携し、健

康測定や健康診断等の各事業を通じて、市民の健康づくり

を推進します。 

[目標値] 

・健康相談参加者数 

              5,800人 

･健康バス測定会参加者数   

               245人 

･39歳以下健康診査受診者数   

               240人 

・市民の健康維持、増進を図るため、関係機関と連携し、健

康づくりの取組を推進しました。特に、東海大学医学部との協

働事業の｢健康バス測定会｣では、内容や周知方法を工夫

し、多くの参加者を得ることができましたが、「39 歳以下健康

診査」では、子育等の諸事情から当日キャンセル等により、

目標達成には至りませんでした。 

［今後の取組の方向性］ 

・市民の健康維持、増進を図るためには、継続的な取組が必

要です。引き続き、健康意識の啓発や生活習慣の改善、生

涯スポーツ、健診などの予防事業の取組を推進します。 

 

･健康相談参加者数 

6,173人 

･健康バス測定会参加者数 

449人 

･39歳以下健康診査受診者 

191人 

2 食を通じた健康づくり推進事

業の推進 

(健康管理課) 

･市民の健康の維持、増進を図るため、本市の食育に関わ

る様々な主体と連携し、講座や調理実習等を開催するな

ど、ライフステージに応じたより良い食習慣づくりを推進しま

す。 

[目標値] 

・栄養教室・栄養相談参加者数 

             3,150人 

･食育推進連絡会議、食生活改善推進団体などと連携、協

力し、各ライフステージに応じた望ましい食生活習慣づくりを

実践するなど、食に対する意識の向上に努めました。 

［今後の取組の方向性］ 

・市民の健康維持、増進を図るためには、継続的な取組が必

要です。家庭、職場、地域などあらゆる場面で食育行動が実

践されるよう、引き続き、関係機関等と連携し、より良い食習

慣づくりに向けた取組を推進します。 

 

･栄養教室・栄養相談参加者数 

               3,332人 

3 権利擁護の推進 

（福祉総務課） 

･判断能力が十分とはいえない高齢者や障害者の方が、住

み慣れた地域で安心して生活ができるように、（仮称）成年

後見・権利擁護推進センターを設置し、権利擁護を推進し

ます。 

[目標値] 

・（仮称）成年後見権利擁護推進センターの

設置 

・平成28年11月1日に、成年後見制度の啓発・利用促進、

市民後見活動の支援を行う伊勢原市成年後見・権利擁護

推進センターを設置しました。 

［今後の取組の方向性］ 

・判断能力が十分とはいえない高齢者や障害者の方が、住

み慣れた地域で安心して生活ができるように、引き続き、同

センターを中心に、権利擁護を推進します。 

 

・伊勢原市成年後見・権利擁護

推進センターの設置 

4 障害者相談支援事業 

（障害福祉課） 

･障害者が、住み慣れた地域で生活を送ることができるよ

う、また、ライフステ－ジに応じた切れ目の無い支援をめざ

し、相談員の資質向上、ケアマネジメントの充実を図りま

す。 

 

[目標値] 

･障がい者とくらしを考える協議会相談支援

部会の開催             年 10回 

・相談支援事業所数      10事業所 

･障がい者とくらしを考える協議会相談支援部会で、事例検

討会等を実施し、相談員の資質向上を図るなど、相談支援

体制の充実を図りました。なお、台風により、部会を 1 回中止

しましたが、計画通りの対応ができました。 

［今後の取組の方向性］ 

・障害者が、住み慣れた地域で生活を送ることができるよう、

引き続き、相談支援部会を中心として、相談支援従事者等

の資質向上に向けた取組を進めるなど、相談支援体制の充

実を推進します。 

 

･障がい者とくらしを考える協議

会相談支援部会の開催 

9回 

･相談支援事業所数   

              12事業所  
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5 障害者の就労支援事業 

（障害福祉課） 

･障害者が、仕事を通じて自立した生活を送ることができる

よう、職場定着支援や生活支援等も含めた雇用対策を推

進します。 

[目標値] 

･就労継続等支援サ－ビス利用者 

        273人 

･障がい者とくらしを考える協議会就労支援

部会の開催               年 4回 

･障がい者とくらしを考える協議会就労支援部会で、ハローワ

ークとの連携による障害者雇用促進セミナーや、障害者雇用

を推進している市内の特例子会社の視察を実施し、障害者

の雇用創出について研究しました。 

［今後の取組の方向性］ 

･障害者が、仕事を通じて自立した生活を送ることができるよ

う、引き続き、就労継続等支援サービス利用の促進を図ると

ともに、就労支援部会を中心として様々な機関と連携を図り

ながら、障害者の雇用促進に向けた取組を推進します。 

 

 

･就労継続等支援サ－ビス利用

者            272人 

･障がい者とくらしを考える協議

会就労支援部会の開催 

               4回 
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N0. 
取 組 名 

（担当課名） 
取 組 内 容  達 成 目 標  

取組結果 

今後の取組の方向性 
目標達成状況 

6 在宅医療と介護連携の推進 

（介護高齢福祉課） 

・高齢者の方が住み慣れた地域で安心して生活ができるよ

うに、医療と介護に携わる関係機関が連携し、多職種協働

による医療と介護を一体的に提供できる体制の構築を推進

します。 

[目標値] 

・連携に向けた検討会の開催 6回 

・協働する職種数 6職種 

                 

・６職種（医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、看護師、

ケアマネ）による「在宅医療と介護連携推進会議」を設置し、

平成28年度は、在宅医療・介護推進事業の具体の８つの取

組について、対応状況、課題の共通認識、その対応案の協

議等を行いました。検討会の開催は、5 回でしたが、概ね当

初計画通り協議等を行うことができました。 

［今後の取組の方向性］ 

・平成 29年度は、前年度の協議等を踏まえ、「在宅医療・介

護連携支援センター」の平成 30年 4月開設を含む８項目の

対応策を具体化し、決定していきます。 

 

・連携に向けた検討会の開催 

 ５回 

・協働する職種数    ６種類 

 

７ 認知症施策の推進 

（介護高齢福祉課） 

・認知症高齢者の方が、住み慣れた地域で安心して生活

ができるように、地域や関係機関と連携し、認知症ケアパス

の作成など、認知症施策を推進します。 

[目標値] 

・認知症ケアパスの作成 

・「認知症ケアパス」については、地域ケア会議と連携して作

成を進め、最終的に「在宅医療と介護連携推進会議」で、記

載内容等を確定し２０００部を作成し、認知症の方に関わる

可能性の高い関係機関等（医療機関、薬局、地域包括支援

センター、ケアマネ協会、介護保険事業所、民生委員など）

に配付しました。 

［今後の取組の方向性］ 

・第 6 期計画に基づき、平成 29 年度は、認知症の人やその

家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を配置

し、早期診断. 早期対応に向けた支援体制を構築します。 

 

・認知症ケアパスの作成 
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介護保険料の適正化 

（介護高齢福祉課） 

･第 6 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づ

き、介護保険制度を適正に運営するとともに、介護サ－ビ

スに対する需要の把握とサ－ビス量の確保に努めます。 

[目標値] 

･介護保険制度の適正な運営と、介護サ－ビ

スに対する需要と供給量の正確な把握 

・平成 27 年度の介護保険制度改正に基づき、制度の適正

な運営を行うとともに、介護サービスの需要の把握とサービス

量の確保に努めました。 

［今後の取組の方向性］ 

・平成 29年度は、第７期高齢者保健福祉計画・介護保険事

業計画を策定し、その中で、適正な介護保険料を設定しま

す。 

・介護保険制度の適正な運営と 

介護サービスに対する需要と供 

給量の正確な把握 

 

 

 

９ 生活保護制度の適正化の推

進 

（生活福祉課） 

・生活保護制度の適正な運営を図るため、自立給付金を

活用して被保護者の就労による自立の支援と医療扶助費

の適正化を推進します。 

[目標値] 

･自立給付金による自立世帯 20世帯 

・ジェネリック医薬品の利用率 70％ 

              

･就労による自立世帯（廃止）世帯は、16 世帯になりますが、

その内自立給付金を活用して自立に至った世帯は、１世帯

でした。また、ジェネリック医薬品の利用については、関係機

関のご理解と協力により、目標を達成することができました。 

［今後の取組の方向性］ 

・生活保護制度等の適正な運営に向け、引き続き、被保護

世帯の就労による自立に向け、自立給付金を効果的に活用

し、就労による自立を支援していきます。 また、ジェネリック

医薬品の利用についても、被保護者に利用を促進するととも

に、関係機関と連携して推進します。 

 

･自立給付金による自立世帯： 

 1世帯 

・ジェネリック医薬品の利用率： 

              71.1％ 
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